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令和 元 年 12 月 13 日（金曜日）　号外　第 24 号

　廃止する条例………………………………………（農村計画課）９
○国営大淀川左岸土地改良事業負担金徴収条例…（　　〃　　）９
○国営川南原土地改良事業負担金徴収条例………（　　〃　　）10
○うなぎ稚魚の取扱いに関する条例の一部を改正
　する条例……………………………………………（水産政策課）11
○建築基準法施行条例の一部を改正する条例……（建築住宅課）12
○宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例の一
　部を改正する条例…………………………………（　　〃　　）12
○市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部
　を改正する条例…………………………………………（教育庁）16
○職員団体の登録に関する条例の一部を改正する
　条例…………………………………………………（人事委員会事務局）21
○特定大規模災害等に対処するための地方警察職
　員の特殊勤務手当の特例に関する条例……………（警察本部）21

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　条　　　例
○使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条
　例…………………………………………………………（財政課）３
○宮崎県税条例の一部を改正する条例…………………（税務課）４
○宮崎県における事務処理の特例に関する条例の
　一部を改正する条例…………………………………（市町村課）５
○宮崎県心身障害者扶養共済制度条例の一部を改
　正する条例…………………………………………（障がい福祉課）７
○宮崎県立自然公園条例の一部を改正する条例…（自然環境課）７
○卸売市場法施行条例及び宮崎県小規模卸売市場
　条例を廃止する条例………………………………（農業連携推進課）８
○国営大淀川右岸土地改良事業負担金徴収条例を

本号で公布された条例のあらまし

◎　使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例（条例第24号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　　建築士法等の改正に伴い、関連する手数料等について所要の改正を行うこととしました。
　２　施行期日
　　　この条例は、一部の規定を除き、令和２年３月１日から施行することとしました。

◎　宮崎県税条例の一部を改正する条例（条例第25号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　　行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律の改正等に伴い、所要の改正を行うこととしました。
　２　施行期日
　　　この条例は、一部の規定を除き、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において規則で定める日から施行することと
　　しました。

◎　宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例（条例第26号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　　火薬類取締法等に基づく知事の権限に属する事務の一部について、取扱いを希望する市町村に権限を移譲する等、所要の改
　　正を行うこととしました。
　２　施行期日
　　　この条例は、令和２年４月１日から施行することとしました。

◎　宮崎県心身障害者扶養共済制度条例の一部を改正する条例（条例第27号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　　心身障害者扶養共済制度の適正な運営を行うため、年金管理者の欠格事由について、所要の改正を行うこととしました。
　２　施行期日
　　　この条例は、令和元年12月14日から施行することとしました。

◎　宮崎県立自然公園条例の一部を改正する条例（条例第28号）
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　１　改正の理由及び主な内容
　　　自然公園内利用調整地区の利用者の認定関係事務を行う指定認定機関の指定に係る欠格事由を変更する等、所要の改正を行
　　うこととしました。
　２　施行期日
　　　この条例は、一部の規定を除き、令和元年12月14日から施行することとしました。

◎　卸売市場法施行条例及び宮崎県小規模卸売市場条例を廃止する条例（条例第29号）
　１　廃止の理由及び主な内容
　　　卸売市場法の改正に伴い、これまで条例で定めることとされていた事項について法令で規定されることとなるため、及び地
　　方卸売市場の規模要件が廃止されるため、関連条例を廃止することとしました。
　２　施行期日
　　　この条例は、令和２年６月21日から施行することとしました。

◎　国営大淀川右岸土地改良事業負担金徴収条例を廃止する条例（条例第30号）
　１　廃止の理由及び主な内容
　　　国営大淀川右岸土地改良事業については、負担金の徴収が完了したことから、条例を廃止することとしました。
　２　施行期日
　　　この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎　国営大淀川左岸土地改良事業負担金徴収条例（条例第31号）
　１　制定の理由及び主な内容
　　　国営大淀川左岸土地改良事業の実施に伴い、県が徴収する負担金に関して必要な事項を定めるため、条例を制定することと
　　しました。
　２　施行期日
　　　この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎　国営川南原土地改良事業負担金徴収条例（条例第32号）
　１　制定の理由及び主な内容
　　　国営川南原土地改良事業の実施に伴い、県が徴収する負担金に関して必要な事項を定めるため、条例を制定することとしま
　　した。
　２　施行期日
　　　この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎　うなぎ稚魚の取扱いに関する条例の一部を改正する条例（条例第33号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　　うなぎ稚魚の取扱いに係る登録の適正化を図るため、登録の拒否要件について、所要の改正を行うこととしました。
　２　施行期日
　　　この条例は、令和元年12月14日から施行することとしました。

◎　建築基準法施行条例の一部を改正する条例（条例第34号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　　建築基準法施行令の改正に伴い、所要の改正を行うこととしました。
　２　施行期日
　　　この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎　宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例（条例第35号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　　民法の改正等に伴い、連帯保証人の極度額に関する規定を設ける等、所要の改正を行うこととしました。
　２　施行期日
　　　この条例は、令和２年４月１日から施行することとしました。

◎　市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例（条例第36号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　　令和元年の人事委員会勧告を踏まえ、市町村立学校職員の給与改定を行うため、所要の改正を行うこととしました。
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条　　　　　例

　２　施行期日等
　　　この条例は、公布の日から施行し、平成31年４月１日から適用することとしました。

◎　職員団体の登録に関する条例の一部を改正する条例（条例第37号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　　行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律の改正に伴い、所要の改正を行うこととしました。
　２　施行期日
　　　この条例は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において人事委員会規則で定める日から施行することとしました
　　。

◎　特定大規模災害等に対処するための地方警察職員の特殊勤務手当の特例に関する条例（条例第38号）
　１　制定の理由及び主な内容
　　　特定大規模災害等に対処するための地方警察職員の特殊勤務手当について、国の措置に準じて、新たに条例を制定すること
　　としました。
　２　施行期日
　　　この条例は、公布の日から施行することとしました。

　使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。　
　　令和元年12月13日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第24号
　　　使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例
　使用料及び手数料徴収条例（平成12年宮崎県条例第９号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（手数料）
第３条　法令、条例等の規定に基づく申請その他の行為（次項及び
　附則第２項において「申請等」という。）により次の各号に掲げ
　る事務の実施を求める者は、それぞれ当該各号に掲げる名称の手
　数料を納めなければならない。
　(１)～(427) ［略］
　(428) 建築士法（昭和25年法律第 202号）第４条第２項又は第３
　　項の規定に基づく二級建築士又は木造建築士の免許の申請に対
　　する審査　二級建築士又は木造建築士の免許申請手数料
　(428)の２～(453)　［略］
２～５　［略］
別表第２（第３条関係）

　（手数料）
第３条　法令、条例等の規定に基づく申請その他の行為（次項及び
　附則第２項において「申請等」という。）により次の各号に掲げ
　る事務の実施を求める者は、それぞれ当該各号に掲げる名称の手
　数料を納めなければならない。
　(１)～(427) ［略］
　(428) 建築士法（昭和25年法律第 202号）第４条第３項又は第５
　　項の規定に基づく二級建築士又は木造建築士の免許の申請に対
　　する審査　二級建築士又は木造建築士の免許申請手数料
　(428)の２～(453)　［略］
２～５　［略］
別表第２（第３条関係）

手 数 料 区　　　分 単　位 金　額 備　　考

　［略］

50　製造

　保安責

　任者又

　は販売

　主任者

　試験手

　数料

製造

保安

責任

者試

験

乙種化学責

任者免状に

係るもの

１件につ

き

 9,300円（行

政手続等にお

ける情報通信

の技術の利用

に関する法律

（平成14年法

律第 151号）

第３条第１項

の規定により

同項に規定す

る電子情報処

理組織を使用

手 数 料 区　　　分 単　位 金　額 備　　考

　［略］

50　製造

　保安責

　任者又

　は販売

　主任者

　試験手

　数料

製造

保安

責任

者試

験

乙種化学責

任者免状に

係るもの

１件につ

き

 9,300円（情

報通信技術を

活用した行政

の推進等に関

する法律（平

成14年法律第

 151号）第６

条第１項の規

定により同項

に規定する電

子情報処理組

織を使用して
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別表第３（第３条関係） 別表第３（第３条関係）

して受験願書

を提出する場

合（以下「電

子情報処理組

織により受験

願書を提出す

る場合」とい

う。）にあっ

ては、 8,800

円）

　［略］

　［略］

　［略］

 428　二

　級建築

　士又は

　木造建

　築士の

　免許申

　請手数

　料

１件につ

き

19,300円

　［略］

 429　二

　級建築

　士又は

　木造建

　築士の

　試験手

　数料

１件につ

き

17,900円

　［略］

受験願書を提

出する場合（

以下「電子情

報処理組織に

より受験願書

を提出する場

合」という。

）にあっては

、 8,800円）

　［略］

　［略］

　［略］

 428　二

　級建築

　士又は

　木造建

　築士の

　免許申

　請手数

　料

１件につ

き

24,400円

　［略］

 429　二

　級建築

　士又は

　木造建

　築士の

　試験手

　数料

１件につ

き

18,500円

　［略］

事務の種類 法律の規定 指定試験機関等

　［略］

11　建築士法第４条第２項	

　又は第３項の規定に基づ

　く二級建築士又は木造建

　築士の免許の申請に対す

　る審査

　［略］

　［略］

事務の種類 法律の規定 指定試験機関等

　［略］

11　建築士法第４条第３項	

　又は第５項の規定に基づ

　く二級建築士又は木造建

　築士の免許の申請に対す

　る審査

　［略］

　［略］

　　　附　則
　（施行期日）
１　この条例は、令和２年３月１日から施行する。ただし、別表第２の50の項の改正規定は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内
　において規則で定める日から施行する。
　（経過措置）
２　建築士法（昭和25年法律第 202号）第４条第３項の規定に基づく二級建築士又は木造建築士の免許を受けようとする者であって、この
　条例の施行の日前に知事の行う二級建築士試験又は木造建築士試験に合格したものに対するこの条例による改正後の使用料及び手数料徴
　収条例別表第２の 428の項の規定の適用については、同項中「24,400円」とあるのは、「19,300円」とする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県税条例の一部を改正する条例をここに公布する。　
　　令和元年12月13日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第25号
　　　宮崎県税条例の一部を改正する条例
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　　　附　則
　この条例は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。ただし、「登録」を「新規登録」に改
め、「知事」の次に「又は地方税共同機構」を加える改正規定は、公布の日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。　
　　令和元年12月13日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第26号
　　　宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例
　宮崎県における事務処理の特例に関する条例（平成11年宮崎県条例第40号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　宮崎県税条例（昭和29年宮崎県条例第19号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（種別割の徴収の方法の特例）
第62条の４　知事は、納税者が行政手続等における情報通信の技術
　の利用に関する法律（平成14年法律第 151号）第３条第１項の規
　定により同項に規定する電子情報処理組織を使用して道路運送車
　両法第７条の規定による登録の申請を行う場合において、同項の
　規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用するとともに
　、併せて宮崎県行政手続等における情報通信の技術の利用に関す
　る条例（平成16年宮崎県条例第47号）第３条第１項の規定により
　同項に規定する電子情報処理組織を使用して、又は法第 747条の
　２第１項の規定により法第 762条第１号に規定する地方税関係手
　続用電子情報処理組織を使用し、かつ、地方税共同機構を経由し
　て、法第 177条の13第１項の申告書又は報告書の提出を行うとき
　は、前条第２項及び第３項の規定によるほか、当該納税者が当該
　登録の申請をした際に、当該登録の申請に係る自動車に係る種別
　割を知事から得た納付情報により納付する方法により徴収するこ
　とができる。

　（種別割の徴収の方法の特例）
第62条の４　知事は、納税者が情報通信技術を活用した行政の推進
　等に関する法律（平成14年法律第 151号）第６条第１項の規定に
　より同項に規定する電子情報処理組織を使用して道路運送車両法
　第７条の規定による新規登録の申請を行う場合において、同項の
　規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用するとともに
　、併せて宮崎県行政手続等における情報通信の技術の利用に関す
　る条例（平成16年宮崎県条例第47号）第３条第１項の規定により
　同項に規定する電子情報処理組織を使用して、又は法第 747条の
　２第１項の規定により法第 762条第１号に規定する地方税関係手
　続用電子情報処理組織を使用し、かつ、地方税共同機構を経由し
　て、法第 177条の13第１項の申告書又は報告書の提出を行うとき
　は、前条第２項及び第３項の規定によるほか、当該納税者が当該
　登録の申請をした際に、当該登録の申請に係る自動車に係る種別
　割を知事又は地方税共同機構から得た納付情報により納付する方
　法により徴収することができる。

改正前 改正後
別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事　　　　　　　　　務 市 町 村
　［略］
１の４　［略］ 都城市、延

岡市、日南
市、小林市
、串間市、
西都市、え
びの市、高
原町、国富
町、綾町、
高鍋町、新
富町、西米
良村、木城
町、川南町
、都農町、
諸塚村、椎
葉村及び美
郷町

　［略］
１の８　［略］ 宮崎市、都

城市、延岡
市、日南市

事　　　　　　　　　務 市 町 村
　［略］
１の４　［略］ 各市町村（

宮崎市及び
三股町を除
く。）

　［略］
１の８　［略］ 宮崎市、都

城市、延岡
市、日南市
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、日向市、
串間市及び
西都市

　［略］
14の９　［略］

、小林市、
日向市、串
間市、西都
市、えびの
市及び高原
町

　［略］
14の９　［略］
14の10　精神保健及び精神障害者福祉に関する
　法律（昭和25年法律第 123号）による次の事
　務
　(１)　第22条第１項の規定による指定医の診
　　察及び保護の申請の受理に関すること。
　(２)　第23条の規定による通報の受理に関す
　　ること。
　(３)　第26条の２の規定による退院の申出の
　　受理に関すること。
　(４)　第26条の３の規定による通報の受理に
　　関すること。
　(５)　第27条第１項及び第２項の規定による
　　指定医の診察に関すること。
　(６)　第27条第３項の規定による職員の立会
　　いに関すること。
　(７)　第27条第４項（第29条の２第４項にお
　　いて準用する場合を含む。）の規定による
　　立入りに関すること。
　(８)　第28条第１項の規定による診察の通知
　　に関すること。
　(９)　第29条第１項の規定による入院措置に
　　関すること。
　(10)　第29条第３項（第29条の２第４項にお
　　いて準用する場合を含む。）の規定による
　　通知に関すること。
　(11)　第29条の２第１項の規定による入院措
　　置に関すること。
　(12)　第29条の２第２項の規定による決定に
　　関すること。
　(13)　第29条の２の２第１項の規定による移
　　送に関すること。
　(14)　第29条の２の２第２項の規定による通
　　知に関すること。
　(15)　第29条の２の２第３項の規定による行
　　動の制限に関すること。
　(16)　第29条の３の規定による入院措置を採
　　らない旨の通知に関すること。
　(17)　第29条の４第１項の規定による入院措
　　置の解除に関すること。
　(18)　第29条の５の規定による届出の受理に

宮崎市

　　関すること。
　(19)　第31条第１項の規定による費用の徴収
　　（徴収額の認定に関するものに限る。）に
　　関すること。
　(20)　第31条第２項の規定による報告又は必
　　要な書類の閲覧若しくは資料の提供の要求
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　　に関すること。
　(21)　第34条の規定による医療保護入院等の
　　ための移送に関すること。
　(22)　第38条の６第１項及び第２項の規定に
　　よる報告の徴収等に関すること。
　(23)　第38条の７の規定による改善命令等に
　　関すること。
　(24)　第40条の規定による仮退院の許可に関
　　すること。
　［略］　［略］

　　　附　則
　この条例は、令和２年４月１日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県心身障害者扶養共済制度条例の一部を改正する条例をここに公布する。　
　　令和元年12月13日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第27号
　　　宮崎県心身障害者扶養共済制度条例の一部を改正する条例
　宮崎県心身障害者扶養共済制度条例（昭和45年宮崎県条例第10号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　　　附　則
　この条例は、令和元年12月14日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県立自然公園条例の一部を改正する条例をここに公布する。　
　　令和元年12月13日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第28号
　　　宮崎県立自然公園条例の一部を改正する条例
　宮崎県立自然公園条例（昭和36年宮崎県条例第12号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（年金管理者）
第８条　［略］
２　次の各号のいずれかに該当する者は、年金管理者となることが
　できない。
　(１)　成年被後見人、被保佐人又は被補助人

　(２)　破産者で復権を得ないもの
３～７　［略］

　（年金管理者）
第８条　［略］
２　次の各号のいずれかに該当する者は、年金管理者となることが
　できない。
　(１)　精神の機能の障害により年金の受領及び管理を適正に行う
　　に当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことが
　　できない者
　(２)　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
３～７　［略］

改正前 改正後
　（指定認定機関）
第21条　［略］
２　［略］
３　次の各号のいずれかに該当する者は、指定を受けることができ
　ない。
　(１)　未成年者、成年被後見人又は被保佐人
　(２)　破産者で復権を得ないもの

　(３)　禁錮
こ

以上の刑に処せられ、又は自然公園法若しくは自然環
　　境保全法（昭和47年法律第85号）若しくはこの条例若しくは宮

　（指定認定機関）
第21条　［略］
２　［略］
３　次の各号のいずれかに該当する者は、指定を受けることができ
　ない。
　(１)　未成年者
　(２)　精神の機能の障害によりその認定関係事務を適確に行うに
　　当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことがで
　　きない者
　(３)　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
　(４)　禁錮以上の刑に処せられ、又は自然公園法若しくは自然環
　　境保全法（昭和47年法律第85号）若しくはこの条例若しくは宮
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　　崎県における自然環境の保護と創出に関する条例（昭和48年宮
　　崎県条例第14号）の規定により刑に処せられ、その執行を終わ
　　り、又は執行を受けることがなくなった日から起算して２年を
　　経過しない者
　(４)・(５)　［略］
４～６　［略］
　（指定認定機関に対する監督命令等）
第25条　［略］
２　知事は、指定認定機関が第21条第３項各号（第４号を除く。）
　のいずれかに該当するに至ったときは、指定を取り消さなければ
　ならない。
３・４　［略］

　　崎県における自然環境の保護と創出に関する条例（昭和48年宮
　　崎県条例第14号）の規定により刑に処せられ、その執行を終わ
　　り、又は執行を受けることがなくなった日から起算して２年を
　　経過しない者
　(５)・(６)　［略］
４～６　［略］
　（指定認定機関に対する監督命令等）
第25条　［略］
２　知事は、指定認定機関が第21条第３項各号（第５号を除く。）
　のいずれかに該当するに至ったときは、指定を取り消さなければ
　ならない。
３・４　［略］

　　　附　則
　この条例は、令和元年12月14日から施行する。ただし、第21条第３項第３号の改正規定（「禁錮

こ

」を「禁錮」に改める部分に限る。）は
、公布の日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　卸売市場法施行条例及び宮崎県小規模卸売市場条例を廃止する条例をここに公布する。　
　　令和元年12月13日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第29号
　　　卸売市場法施行条例及び宮崎県小規模卸売市場条例を廃止する条例
　次に掲げる条例は、廃止する。
　(１)　卸売市場法施行条例（昭和46年宮崎県条例第50号）
　(２)　宮崎県小規模卸売市場条例（昭和47年宮崎県条例第43号）
　　　附　則
　（施行期日）
１　この条例は、令和２年６月21日から施行する。
　（宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部改正）
２　宮崎県における事務処理の特例に関する条例（平成11年宮崎県条例第40号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

改正前 改正後
別表（第７条関係） 別表（第７条関係）

事　　　　　　　　　務 市 町 村
　［略］
20　卸売市場法（昭和46年法律第35号）第４章
　及び卸売市場法施行条例（昭和46年宮崎県条
　例第50号）の規定による申請、届出等の受理
　に関する事務

　［略］

21　宮崎県小規模卸売市場条例（昭和47年宮崎
　県条例第43号）の規定による申請、届出等の
　受理に関する事務

各市町村

22～36　［略］

事　　　　　　　　　務 市 町 村
　［略］
20　卸売市場法（昭和46年法律第35号）第４章
　の規定による申請、届出等の受理に関する事
　務

　［略］

21～35　［略］

　（宮崎県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部改正）
３　宮崎県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成16年宮崎県条例第47号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　［略］
宮崎県立自然公園条例（昭和
36年宮崎県条例第12号）

　［略］

卸売市場法施行条例（昭和46
年宮崎県条例第50号）

第５条第１項及び第３項

宮崎県小規模卸売市場条例（ 第９条第１項及び第３項

　［略］
宮崎県立自然公園条例（昭和
36年宮崎県条例第12号）

　［略］
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　国営大淀川右岸土地改良事業負担金徴収条例を廃止する条例をここに公布する。　
　　令和元年12月13日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第30号
　　　国営大淀川右岸土地改良事業負担金徴収条例を廃止する条例
　国営大淀川右岸土地改良事業負担金徴収条例（昭和57年宮崎県条例第25号）は、廃止する。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
　（国営大淀川左岸土地改良事業負担金徴収条例等の一部を改正する条例の一部改正）
２　国営大淀川左岸土地改良事業負担金徴収条例等の一部を改正する条例（平成25年宮崎県条例第40号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　国営大淀川左岸土地改良事業負担金徴収条例をここに公布する。　
　　令和元年12月13日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第31号
　　　国営大淀川左岸土地改良事業負担金徴収条例
　（趣旨）
第１条　この条例は、土地改良法（昭和24年法律第 195号。以下「法」という。）第90条第２項及び第９項の規定により県が徴収する国営
　大淀川左岸土地改良事業（以下「国営土地改良事業」という。）に係る負担金に関し必要な事項を定めるものとする。
　（負担金の徴収）
第２条　県は、法第90条第１項の規定により国営土地改良事業に要する費用の一部を負担するときは、当該負担金（以下「県負担金」とい
　う。）の一部を、国営土地改良事業によって利益を受ける者で国営土地改良事業の施行に係る地域内にある土地につき法第３条に規定す
　る資格を有するもの（以下「受益者」という。）から徴収する。
２　県は、受益者が国営土地改良事業の施行に係る地域の全部又は一部を地区とする土地改良区の組合員である場合には、その者に対する
　負担金に代えて、その土地改良区からこれに相当する額の金銭を徴収する。
３　県は、国営土地改良事業の施行に係る地域の全部又は一部をその区域の全部又は一部とする市町が、当該市町の区域内にある土地に係
　る受益者に対する負担金に相当する部分の負担金を負担することに同意をした場合には、第１項の規定により徴収する負担金の徴収に代
　えて、その市町にその負担金を負担させる。
４　県は、前３項の規定によるほか、国営土地改良事業によって利益を受ける市町に対し、その市町の受ける利益を限度として、県負担金
　の一部を負担させる。
　（負担金の額）
第３条　前条第１項の規定により徴収する負担金及び同条第４項の規定により市町に負担させる負担金の総額は、国営土地改良事業に係る
　県負担金の 100分の50以内で知事が定める額とする。
２　前条第１項の規定により徴収する負担金の額は、前項に規定する総額から次項に規定する負担金の額を減じた額を受益者が国営土地改
　良事業の施行によって利益を受ける土地の面積等に応じて割り振って得られる額とする。
３　前条第４項の規定により市町に負担させる負担金の額は、当該市町の意見を聴いた上、県議会の議決を経て知事が定める額とする。
　（負担金の徴収方法）
第４条　第２条第１項の規定により徴収する負担金及び同条第４項の規定により市町に負担させる負担金は、元利均等年賦支払の方法（据
　置期間中の各年度に係る利息については、当該年度支払の方法）により支払わせるものとする。ただし、当該負担金の徴収を受ける者又

昭和47年宮崎県条例第43号）

　［略］ 　［略］

改正前 改正後
　　　附　則
　（経過措置）
２　この条例による改正後の国営大淀川右岸土地改良事業負担金徴
　収条例附則第２項、国営一ツ瀬川土地改良事業負担金徴収条例附
　則第３項及び国営西諸土地改良事業負担金徴収条例附則第２項の
　規定は、延滞金のうち平成26年１月１日以後の期間に対応するも
　のについて適用し、同日前の期間に対応するものについては、な
　お従前の例による。

　　　附　則
　（経過措置）
２　この条例による改正後の国営一ツ瀬川土地改良事業負担金徴収
　条例附則第３項及び国営西諸土地改良事業負担金徴収条例附則第
　２項の規定は、延滞金のうち平成26年１月１日以後の期間に対応
　するものについて適用し、同日前の期間に対応するものについて
　は、なお従前の例による。
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　は当該市町の申出があるときは、知事は、その負担金の全部又は一部につき一時支払の方法により支払わせることができる。
２　第２条第１項の規定により徴収する負担金に係る前項の元利均等年賦支払の期間（据置期間を含む。以下同じ。）は、国営土地改良事
　業が完了した年度（国営土地改良事業によって生じた施設で国営土地改良事業が完了するまでの間において農林水産大臣が管理している
　ものにつき国が法第87条の５第１項の規定により災害又は突発事故被害の復旧を併せて行ったときは、国営土地改良事業及び当該復旧の
　全てが完了した年度。以下同じ。）の翌年度から起算して17年（据置期間は、２年）とし、利率は、国債の利率を基礎として農林水産大
　臣の定める率を超えない範囲内において知事が定める率とする。ただし、国営土地改良事業が完了する以前において、国営土地改良事業
　の施行に係る地域内にある土地の一部につき国営土地改良事業の完了によって受けるべき利益の全てが発生し、かつ、当該土地につき受
　益者から当該土地に係る負担金を徴収することが適当であると知事が認める場合は、その利益の全てが発生した年度の翌年度以後の年度
　で知事の指定する年度から起算するものとする。
３　第２条第４項の規定により市町に負担させる負担金に係る第１項の元利均等年賦支払の期間は、国営土地改良事業が完了した年度の翌
　年度から起算して17年（据置期間は、２年）とし、利率は、国債の利率を基礎として農林水産大臣の定める率を超えない範囲内において
　知事が定める率とする。ただし、国営土地改良事業が完了する以前において、国営土地改良事業の施行に係る地域内にある土地の一部に
　つき国営土地改良事業の完了によって受けるべき利益の全てが発生し、かつ、当該市町に当該負担金のうちその利益の全てが発生した土
　地に係る部分の額を負担させることが適当であると知事が認める場合は、その利益の全てが発生した年度の翌年度以後の年度で知事の指
　定する年度から起算するものとする。
　（延滞金の徴収）
第５条　第２条第１項の規定により徴収する負担金をその納期限までに納付しない者があるときは、当該負担金の額につき年14.6パーセン
　トの割合（この場合における年当たりの割合は、閏

じゅん

年の日を含む期間についても、 365日当たりの割合とする。）で、その納期限の翌日
　から当該負担金の完納の日又は財産差押えの日の前日までの日数により計算した延滞金を徴収することができる。
　（委任）
第６条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、知事が別に定める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
　（延滞金の割合の特例）
２　当分の間、第５条に規定する延滞金の年14.6パーセントの割合は、同条の規定にかかわらず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租
　税特別措置法（昭和32年法律第26号）第93条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下こ
　の項において同じ。）が年 7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年中においては、その年における特例基準割合に年 7.3パー
　セントの割合を加算した割合とする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　国営川南原土地改良事業負担金徴収条例をここに公布する。　
　　令和元年12月13日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第32号
　　　国営川南原土地改良事業負担金徴収条例
　（趣旨）
第１条　この条例は、土地改良法（昭和24年法律第 195号。以下「法」という。）第90条第２項及び第９項の規定により県が徴収する国営
　川南原土地改良事業（以下「国営土地改良事業」という。）に係る負担金に関し必要な事項を定めるものとする。
　（負担金の徴収）
第２条　県は、法第90条第１項の規定により国営土地改良事業に要する費用の一部を負担するときは、当該負担金（以下「県負担金」とい
　う。）の一部を、国営土地改良事業によって利益を受ける者で国営土地改良事業の施行に係る地域内にある土地につき法第３条に規定す
　る資格を有するもの（以下「受益者」という。）から徴収する。
２　県は、受益者が国営土地改良事業の施行に係る地域の全部又は一部を地区とする土地改良区の組合員である場合には、その者に対する
　負担金に代えて、その土地改良区からこれに相当する額の金銭を徴収する。
３　県は、国営土地改良事業の施行に係る地域の全部又は一部をその区域の全部又は一部とする町が、当該町の区域内にある土地に係る受
　益者に対する負担金に相当する部分の負担金を負担することに同意をした場合には、第１項の規定により徴収する負担金の徴収に代えて
　、その町にその負担金を負担させる。
４　県は、前３項の規定によるほか、国営土地改良事業によって利益を受ける町に対し、その町の受ける利益を限度として、県負担金の一
　部を負担させる。
　（負担金の額）
第３条　前条第１項の規定により徴収する負担金及び同条第４項の規定により町に負担させる負担金の総額は、国営土地改良事業に係る県
　負担金の 100分の42以内で知事が定める額とする。
２　前条第１項の規定により徴収する負担金の額は、前項に規定する総額から次項に規定する負担金の額を減じた額を受益者が国営土地改
　良事業の施行によって利益を受ける土地の面積等に応じて割り振って得られる額とする。
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３　前条第４項の規定により町に負担させる負担金の額は、当該町の意見を聴いた上、県議会の議決を経て知事が定める額とする。
　（負担金の徴収方法）
第４条　第２条第１項の規定により徴収する負担金及び同条第４項の規定により町に負担させる負担金は、元利均等年賦支払の方法（据置
　期間中の各年度に係る利息については、当該年度支払の方法）により支払わせるものとする。ただし、当該負担金の徴収を受ける者又は
　当該町の申出があるときは、知事は、その負担金の全部又は一部につき一時支払の方法により支払わせることができる。
２　第２条第１項の規定により徴収する負担金に係る前項の元利均等年賦支払の期間（据置期間を含む。以下同じ。）は、国営土地改良事
　業が完了した年度（国営土地改良事業によって生じた施設で国営土地改良事業が完了するまでの間において農林水産大臣が管理している
　ものにつき国が法第87条の５第１項の規定により災害又は突発事故被害の復旧を併せて行ったときは、国営土地改良事業及び当該復旧の
　全てが完了した年度。以下同じ。）の翌年度から起算して17年（据置期間は、２年）とし、利率は、国債の利率を基礎として農林水産大
　臣の定める率を超えない範囲内において知事が定める率とする。ただし、国営土地改良事業が完了する以前において、国営土地改良事業
　の施行に係る地域内にある土地の一部につき国営土地改良事業の完了によって受けるべき利益の全てが発生し、かつ、当該土地につき受
　益者から当該土地に係る負担金を徴収することが適当であると知事が認める場合は、その利益の全てが発生した年度の翌年度以後の年度
　で知事の指定する年度から起算するものとする。
３　第２条第４項の規定により町に負担させる負担金に係る第１項の元利均等年賦支払の期間は、国営土地改良事業が完了した年度の翌年
　度から起算して17年（据置期間は、２年）とし、利率は、国債の利率を基礎として農林水産大臣の定める率を超えない範囲内において知
　事が定める率とする。ただし、国営土地改良事業が完了する以前において、国営土地改良事業の施行に係る地域内にある土地の一部につ
　き国営土地改良事業の完了によって受けるべき利益の全てが発生し、かつ、当該町に当該負担金のうちその利益の全てが発生した土地に
　係る部分の額を負担させることが適当であると知事が認める場合は、その利益の全てが発生した年度の翌年度以後の年度で知事の指定す
　る年度から起算するものとする。
　（延滞金の徴収）
第５条　第２条第１項の規定により徴収する負担金をその納期限までに納付しない者があるときは、当該負担金の額につき年14.6パーセン
　トの割合（この場合における年当たりの割合は、閏

じゅん

年の日を含む期間についても、 365日当たりの割合とする。）で、その納期限の翌日
　から当該負担金の完納の日又は財産差押えの日の前日までの日数により計算した延滞金を徴収することができる。
　（委任）
第６条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、知事が別に定める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
　（延滞金の割合の特例）
２　当分の間、第５条に規定する延滞金の年14.6パーセントの割合は、同条の規定にかかわらず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租
　税特別措置法（昭和32年法律第26号）第93条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下こ
　の項において同じ。）が年 7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年中においては、その年における特例基準割合に年 7.3パー
　セントの割合を加算した割合とする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　うなぎ稚魚の取扱いに関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。　
　　令和元年12月13日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第33号
　　　うなぎ稚魚の取扱いに関する条例の一部を改正する条例
　うなぎ稚魚の取扱いに関する条例（平成７年宮崎県条例第９号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（登録の拒否）
第６条　知事は、第４条第１項の登録を受けようとする者が次の各
　号のいずれかに該当するとき、又は当該申請書若しくはその添付
　書類のうちに重要な事項について虚偽の記載があり、若しくは重
　要な事実の記載が欠けているときは、その登録を拒否しなければ
　ならない。
　(１)　［略］
　(２)　禁錮

こ

以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は刑
　　の執行を受けることがなくなった日から３年を経過しない者
　(３)・(４)　［略］
　(５)　成年被後見人

　（登録の拒否）
第６条　知事は、第４条第１項の登録を受けようとする者が次の各
　号のいずれかに該当するとき、又は当該申請書若しくはその添付
　書類のうちに重要な事項について虚偽の記載があり、若しくは重
　要な事実の記載が欠けているときは、その登録を拒否しなければ
　ならない。
　(１)　［略］
　(２)　禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は刑
　　の執行を受けることがなくなった日から３年を経過しない者
　(３)・(４)　［略］
　(５)　精神の機能の障害によりうなぎ稚魚の譲受け等に係る事業
　　を適正に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切
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　(６)～(８)　［略］
２　［略］

　　に行うことができない者
　(６)～(８)　［略］
２　［略］

　　　附　則
　（施行期日）
１　この条例は、令和元年12月14日から施行する。ただし、第６条第１項第２号の改正規定は、公布の日から施行する。
　（経過措置）
２　この条例の施行の日前にこの条例による改正前のうなぎ稚魚の取扱いに関する条例第６条第１項第５号に該当して行われた第19条第１
　項の規定に基づく登録の取消しの効力については、なお従前の例による。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　建築基準法施行条例の一部を改正する条例をここに公布する。　
　　令和元年12月13日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第34号
　　　建築基準法施行条例の一部を改正する条例
　建築基準法施行条例（昭和46年宮崎県条例第35号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　　　附　則
　この条例は、公布の日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。　
　　令和元年12月13日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第35号
　　　宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例　

改正前 改正後
　（他の用途部分との区画）
第18条　建築物の一部を自動車修理工場の用途に供する場合におい
　て、当該用途に供する部分（以下この条において「当該部分」と
　いう。）は、次の各号に定めるところによらなければならない。
　(１)　令第 112条第12項の規定により防火区画を行う場合を除き
　　、当該部分とその他の部分とを準耐火構造とした床若しくは壁
　　又は法第２条第９号の２ロに規定する防火設備で区画すること
　　。
　(２)・(３)　［略］
　（避難上の安全の検証を行う建築物の階に対する特例）
第18条の２　建築物の階（物品販売業を営む店舗の用途に供する建
　築物にあっては、屋上広場を含む。以下この条において同じ。）
　のうち、当該階が令第 129条第２項に規定する階避難安全性能を
　有するものであることについて、同条第３項に規定する階避難安
　全検証法により確かめられたもの（主要構造部が準耐火構造であ
　るか若しくは不燃材料で造られた建築物又は特定避難時間倒壊等
　防止建築物の階に限る。）又は国土交通大臣の認定を受けたもの
　については、第８条、第14条第１項及び第２項第４号、第15条並
　びに第16条の規定は、適用しない。
　（避難上の安全の検証を行う建築物に対する特例）
第18条の３　建築物のうち、当該建築物が令第 129条の２第３項に
　規定する全館避難安全性能を有するものであることについて、同
　条第４項に規定する全館避難安全検証法により確かめられたもの
　（主要構造部が準耐火構造であるか若しくは不燃材料で造られた
　もの又は特定避難時間倒壊等防止建築物であるものに限る。）又
　は国土交通大臣の認定を受けたものについては、第11条第２号、
　第12条、第13条の３並びに第13条の４第１項及び第３項の規定は
　、適用しない。

　（他の用途部分との区画）
第18条　建築物の一部を自動車修理工場の用途に供する場合におい
　て、当該用途に供する部分（以下この条において「当該部分」と
　いう。）は、次の各号に定めるところによらなければならない。
　(１)　令第 112条第17項の規定により防火区画を行う場合を除き
　　、当該部分とその他の部分とを準耐火構造とした床若しくは壁
　　又は法第２条第９号の２ロに規定する防火設備で区画すること
　　。
　(２)・(３)　［略］
　（避難上の安全の検証を行う建築物の階に対する特例）
第18条の２　建築物の階（物品販売業を営む店舗の用途に供する建
　築物にあっては、屋上広場を含む。以下この条において同じ。）
　のうち、当該階が令第 129条第２項に規定する階避難安全性能を
　有するものであることについて、同条第３項に規定する階避難安
　全検証法により確かめられたもの（主要構造部が準耐火構造であ
　るか又は不燃材料で造られた建築物の階に限る。）又は国土交通
　大臣の認定を受けたものについては、第８条、第14条第１項及び
　第２項第４号、第15条並びに第16条の規定は、適用しない。

　（避難上の安全の検証を行う建築物に対する特例）
第18条の３　建築物のうち、当該建築物が令第 129条の２第３項に
　規定する全館避難安全性能を有するものであることについて、同
　条第４項に規定する全館避難安全検証法により確かめられたもの
　（主要構造部が準耐火構造であるか又は不燃材料で造られたもの
　に限る。）又は国土交通大臣の認定を受けたものについては、第
　11条第２号、第12条、第13条の３並びに第13条の４第１項及び第
　３項の規定は、適用しない。
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　宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例（平成９年宮崎県条例第25号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（入居者資格の特例）
第６条　被災市街地復興特別措置法（平成７年法律第14号）第21条
　の規定により住宅法第23条各号に掲げる条件を具備する者とみな
　される者は、前条各号に掲げる条件を具備する者とみなす。

２　公営住宅の借上げに係る契約の終了又は住宅法第44条第３項の
　規定による公営住宅の用途の廃止により当該公営住宅の明渡しを
　しようとする入居者が、当該明渡しに伴い一般県営住宅に入居の
　申込みをした場合（第36条第１項の規定による申出をした場合を
　除く。）においては、その者は、前条各号に掲げる条件を具備す
　る者とみなす。
３・４　［略］
　（入居の手続）
第10条　入居決定者は、知事が定める期間内に、次に掲げる手続を
　しなければならない。
　(１)　県内に居住し、かつ、入居決定者と同程度以上の収入を有
　　する者で、知事が適当と認める連帯保証人の連署する誓約書を
　　提出すること。
　(２)　［略］
２～４　［略］

５・６　［略］
　（家賃の決定）
第11条　一般県営住宅の毎月の家賃は、毎年度、次条第２項の規定
　による認定に基づき、当該入居者の収入及び当該一般県営住宅の
　立地条件、規模、建設時からの経過年数その他の事項に応じ、か
　つ、近傍同種の住宅の家賃（次項の規定により定められたものを
　いう。以下第46条までにおいて同じ。）以下で、住宅令第２条に
　定める方法により、知事が定める。ただし、次条第１項の規定に
　よる収入の申告がない場合において、第32条の規定による報告の
　請求を行ったにもかかわらず、一般県営住宅の入居者がその請求
　に応じないときは、当該一般県営住宅の家賃は、近傍同種の住宅
　の家賃とする。
２・３　［略］
　（敷金）
第15条　［略］
２　［略］

　（入居者資格の特例）
第６条　被災市街地復興特別措置法（平成７年法律第14号）第21条
　又は福島復興再生特別措置法（平成24年法律第25号）第40条の規
　定により住宅法第23条各号に掲げる条件を具備する者とみなされ
　る者は、前条第１号から第４号までに掲げる条件を具備する者と
　みなす。
２　公営住宅の借上げに係る契約の終了又は住宅法第44条第３項の
　規定による公営住宅の用途の廃止により当該公営住宅の明渡しを
　しようとする入居者が、当該明渡しに伴い一般県営住宅に入居の
　申込みをした場合（第36条第１項の規定による申出をした場合を
　除く。）においては、その者は、前条第１号から第４号までに掲
　げる条件を具備する者とみなす。
３・４　［略］
　（入居の手続）
第10条　入居決定者は、知事が定める期間内に、次に掲げる手続を
　しなければならない。
　(１)　入居決定者と同程度以上の収入を有する者で、知事が適当
　　と認める連帯保証人の連署する誓約書を提出すること。

　(２)　［略］
２～４　［略］
５　第１項第１号の規定による連帯保証人の債務の負担は、入居決
　定者の入居時における近傍同種の住宅の家賃（次条第２項の規定
　により定められたものをいう。以下第46条までにおいて同じ。）
　の12月分に相当する額を限度とする。
６・７　［略］
　（家賃の決定）
第11条　一般県営住宅の毎月の家賃は、毎年度、次条第２項の規定
　による認定に基づき、当該入居者の収入及び当該一般県営住宅の
　立地条件、規模、建設時からの経過年数その他の事項に応じ、か
　つ、近傍同種の住宅の家賃以下で、住宅令第２条に定める方法に
　より、知事が定める。ただし、次条第１項の規定による収入の申
　告がない場合において、第32条の規定による報告の請求を行った
　にもかかわらず、一般県営住宅の入居者がその請求に応じないと
　きは、当該一般県営住宅の家賃は、近傍同種の住宅の家賃とする
　。

２・３　［略］
　（敷金）
第15条　［略］
２　［略］
３　入居者が賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務

３　入居者が一般県営住宅を明け渡したときは、第１項の規定によ
　り徴収した敷金を還付する。ただし、未納の家賃その他の未収入
　金があるときは、敷金のうちからこれを控除して還付することが
　できる。
４　［略］

　を履行しないときは、知事は、敷金をその債務の弁済に充てるこ
　とができる。この場合において、入居者は、知事に対し、敷金を
　もって賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務の弁
　済に充てることを請求することができない。
４　入居者が一般県営住宅を明け渡したときは、知事は、第１項の
　規定により徴収した敷金を還付する。ただし、賃貸借に基づいて
　生じた金銭の給付を目的とする債務の不履行があるときは、敷金
　の額からその債務の額を控除して還付することができる。
５　［略］
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　（連帯保証人の変更）
第26条　［略］
２　第10条第１項第１号の規定は、前項の規定により新たに連帯保
　証人を立てる場合について準用する。

　（一般県営住宅の明渡しの請求）
第33条　［略］
２　［略］
３　知事は、第１項第１号の規定に該当することにより同項の規定
　による請求を行ったときは、当該請求を受けた者に対して、入居
　した日から請求の日までの期間については、近傍同種の住宅の家
　賃の額とそれまでに支払を受けた家賃の額との差額に年５分の割
　合による支払期後の利息を付した額の金銭を、請求の日の翌日か
　ら当該一般県営住宅の明渡しを行う日までの期間については、毎
　月、近傍同種の住宅の家賃の額の２倍に相当する額以下の金銭を
　徴収することができる。
４～６　［略］
　（準用）
第55条　第６条（第３項及び第４項を除く。）、第７条、第８条、
　第９条第１項、第10条、第13条、第14条（第１項第１号を除く｡
　）、第15条、第16条（第３項を除く。）、第17条から第27条まで
　、第28条第１項、第30条、第32条、第33条（第１項第７号、第５
　項及び第６項を除く。）及び第34条の規定は、改良県営住宅及び
　地区施設の管理について準用する。この場合において、第６条第
　１項中「住宅法第23条各号」とあるのは「、改良法第29条第１項
　において準用する住宅法第23条各号」と、「前条各号」とあるの
　は「第49条各号」と、同条第２項中「公営住宅の借上げに係る契
　約の終了又は住宅法第44条第３項の規定による公営住宅の用途の
　廃止により当該公営住宅」とあるのは「改良法第29条第１項にお
　いて準用する住宅法第44条第３項の規定による改良住宅の用途の
　廃止により当該改良住宅」と、「入居の申込みをした場合（第36
　条第１項の規定による申出をした場合を除く。）」とあるのは「
　入居の申込みをした場合」と、「前条各号」とあるのは「第49条
　各号」と、第７条中「前２条」とあるのは「第55条の規定により
　読み替えて準用される第６条第１項及び第２項並びに第49条」と
　、第10条第１項、第２項及び第６項中「入居決定者」とあるのは
　「第48条の規定により入居者として決定された者又は入居決定者
　」と、第14条第１項第２号中「第33条第１項」とあるのは「第55
　条の規定により読み替えて準用される第33条第１項」と、第28条
　第１項及び第30条中「第５条第２号ア、イ又はウに掲げる場合に
　応じ、それぞれ同号ア、イ又はウに掲げる金額」とあるのは「第

　（連帯保証人の変更）
第26条　［略］
２　第10条第１項第１号及び第５項の規定は、前項の規定により新
　たに連帯保証人を立てる場合について準用する。この場合におい
　て、第10条第５項中「入居決定者の入居時における」とあるのは
　、「連帯保証人の変更時における」と読み替えるものとする。
　（一般県営住宅の明渡しの請求）
第33条　［略］
２　［略］
３　知事は、第１項第１号の規定に該当することにより同項の規定
　による請求を行ったときは、当該請求を受けた者に対して、入居
　した日から請求の日までの期間については、近傍同種の住宅の家
　賃の額とそれまでに支払を受けた家賃の額との差額に法定利率に
　よる支払期後の利息を付した額の金銭を、請求の日の翌日から当
　該一般県営住宅の明渡しを行う日までの期間については、毎月、
　近傍同種の住宅の家賃の額の２倍に相当する額以下の金銭を徴収
　することができる。
４～６　［略］
　（準用）
第55条　第６条（第３項及び第４項を除く。）、第７条、第８条、
　第９条第１項、第10条、第13条、第14条（第１項第１号を除く｡
　）、第15条、第16条（第３項を除く。）、第17条から第27条まで
　、第28条第１項、第30条、第32条、第33条（第１項第７号、第５
　項及び第６項を除く。）及び第34条の規定は、改良県営住宅及び
　地区施設の管理について準用する。この場合において、第６条第
　１項中「住宅法第23条各号」とあるのは「、改良法第29条第１項
　において準用する住宅法第23条各号」と、「前条第１号から第４
　号まで」とあるのは「第49条第１号から第４号まで」と、同条第
　２項中「公営住宅の借上げに係る契約の終了又は住宅法第44条第
　３項の規定による公営住宅の用途の廃止により当該公営住宅」と
　あるのは「改良法第29条第１項において準用する住宅法第44条第
　３項の規定による改良住宅の用途の廃止により当該改良住宅」と
　、「入居の申込みをした場合（第36条第１項の規定による申出を
　した場合を除く。）」とあるのは「入居の申込みをした場合」と
　、「前条第１号から第４号まで」とあるのは「第49条第１号から
　第４号まで」と、第７条中「前２条」とあるのは「第55条の規定
　により読み替えて準用される第６条第１項及び第２項並びに第49
　条」と、第10条第１項及び第２項中「入居決定者」とあるのは「
　第48条の規定により入居者として決定された者又は入居決定者」
　と、同条第５項中「入居決定者」とあるのは「第48条の規定によ
　り入居者として決定された者又は入居決定者」と、「近傍同種の
　住宅の家賃（次条第２項の規定により定められたものをいう。以

　49条第２号ア又はイに掲げる場合に応じ、それぞれ同号ア又はイ
　に掲げる金額」と、第32条中「第11条第１項若しくは第３項若し
　くは第28条第３項若しくは第４項の規定による家賃の決定、第13
　条（第28条第５項又は第29条第８項において準用する場合を含む
　。）の規定による家賃若しくは金銭の減免若しくは徴収の猶予、
　第15条第２項の規定による敷金の減免若しくは徴収の猶予、第29
　条第１項の規定による明渡しの請求、第30条の規定によるあっせ
　ん等又は第36条の規定による一般県営住宅への入居の措置」とあ
　るのは「第13条の規定による家賃の減免若しくは徴収の猶予、第
　15条第２項の規定による敷金の減免若しくは徴収の猶予、第55条
　の規定により読み替えて準用される第30条の規定によるあっせん
　等又は第54条の規定による割増賃料の徴収、減免若しくは徴収の

　下第46条までにおいて同じ。）の12月分に相当する額」とあるの
　は「第51条に規定する算定方法により得た額の12倍に相当する額
　」と、同条第７項中「入居決定者」とあるのは「第48条の規定に
　より入居者として決定された者又は入居決定者」と、第14条第１
　項第２号中「第33条第１項」とあるのは「第55条の規定により読
　み替えて準用される第33条第１項」と、第26条第２項前段中「第
　10条第１項第１号及び第５項」とあるのは「第55条の規定により
　読み替えて準用される第10条第１項第１号及び第５項」と、同項
　後段中「入居決定者」とあるのは「第48条の規定により入居者と
　して決定された者又は入居決定者」と、第28条第１項及び第30条
　中「第５条第２号ア、イ又はウに掲げる場合に応じ、それぞれ同
　号ア、イ又はウに掲げる金額」とあるのは「第49条第２号ア又は
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　猶予」と、第33条第１項第２号中「家賃」とあるのは「家賃又は
　割増賃料」と、同条第３項及び第４項中「近傍同種の住宅の家賃
　の額」とあるのは「第51条に規定する算定方法により得た額」と
　読み替えるものとする。

　（準用）
第59条　第４条（第１項第３号を除く。）、第７条、第８条、第９
　条第１項、第10条、第13条、第14条（第１項第１号を除く。）、
　第15条、第16条（第３項を除く。）、第17条から第27条まで、第
　32条、第33条（第１項第７号、第５項及び第６項を除く。）及び
　第34条の規定は、特定公共賃貸住宅の管理について準用する。こ
　の場合において、第４条第１項第５号中「第５条各号のいずれか
　」とあるのは「第５条第１号又は第２号」と、第７条中「前２条
　」とあるのは「第56条」と、第32条中「第11条第１項若しくは第
　３項若しくは第28条第３項若しくは第４項の規定による家賃の決
　定、第13条（第28条第５項又は第29条第８項において準用する場
　合を含む。）の規定による家賃若しくは金銭の減免若しくは徴収
　の猶予、第15条第２項の規定による敷金の減免若しくは徴収の猶
　予、第29条第１項の規定による明渡しの請求、第30条の規定によ
　るあっせん等又は第36条の規定による一般県営住宅への入居の措
　置」とあるのは「第13条の規定による家賃若しくは金銭の減免若
　しくは徴収の猶予、第15条第２項の規定による敷金の減免若しく
　は徴収の猶予又は第58条の規定による家賃の減額」と、第33条第
　３項及び第４項中「近傍同種の住宅の家賃の額」とあるのは「第
　57条第１項に規定する算定方法により算出した額」と読み替える
　ものとする。

　イに掲げる場合に応じ、それぞれ同号ア又はイに掲げる金額」と
　、第32条中「第11条第１項若しくは第３項若しくは第28条第３項
　若しくは第４項の規定による家賃の決定、第13条（第28条第５項
　又は第29条第８項において準用する場合を含む。）の規定による
　家賃若しくは金銭の減免若しくは徴収の猶予、第15条第２項の規
　定による敷金の減免若しくは徴収の猶予、第29条第１項の規定に
　よる明渡しの請求、第30条の規定によるあっせん等又は第36条の
　規定による一般県営住宅への入居の措置」とあるのは「第13条の
　規定による家賃の減免若しくは徴収の猶予、第15条第２項の規定
　による敷金の減免若しくは徴収の猶予、第55条の規定により読み
　替えて準用される第30条の規定によるあっせん等又は第54条の規
　定による割増賃料の徴収、減免若しくは徴収の猶予」と、第33条
　第１項第２号中「家賃」とあるのは「家賃又は割増賃料」と、同
　条第３項及び第４項中「近傍同種の住宅の家賃の額」とあるのは
　「第51条に規定する算定方法により得た額」と読み替えるものと
　する。
　（準用）
第59条　第４条（第１項第３号を除く。）、第７条、第８条、第９
　条第１項、第10条、第13条、第14条（第１項第１号を除く。）、
　第15条、第16条（第３項を除く。）、第17条から第27条まで、第
　32条、第33条（第１項第７号、第５項及び第６項を除く。）及び
　第34条の規定は、特定公共賃貸住宅の管理について準用する。こ
　の場合において、第４条第１項第５号中「第５条各号のいずれか
　」とあるのは「第５条第１号又は第２号」と、第７条中「前２条
　」とあるのは「第56条」と、第10条第５項中「近傍同種の住宅の
　家賃（次条第２項の規定により定められたものをいう。以下第46
　条までにおいて同じ。）の12月分に相当する額」とあるのは「第
　57条第１項に規定する算定方法により算出した額の12倍に相当す
　る額」と、第26条第２項前段中「第５項」とあるのは「第59条の
　規定により読み替えて準用される第10条第５項」と、第32条中「
　第11条第１項若しくは第３項若しくは第28条第３項若しくは第４
　項の規定による家賃の決定、第13条（第28条第５項又は第29条第
　８項において準用する場合を含む。）の規定による家賃若しくは
　金銭の減免若しくは徴収の猶予、第15条第２項の規定による敷金
　の減免若しくは徴収の猶予、第29条第１項の規定による明渡しの
　請求、第30条の規定によるあっせん等又は第36条の規定による一
　般県営住宅への入居の措置」とあるのは「第13条の規定による家
　賃若しくは金銭の減免若しくは徴収の猶予、第15条第２項の規定
　による敷金の減免若しくは徴収の猶予又は第58条の規定による家
　賃の減額」と、第33条第３項及び第４項中「近傍同種の住宅の家
　賃の額」とあるのは「第57条第１項に規定する算定方法により算
　出した額」と読み替えるものとする。

　（準用）
第62条　第７条、第８条、第９条第１項、第10条、第13条、第14条
　（第１項第１号を除く。）、第15条、第16条（第３項を除く。）
　、第17条から第27条まで、第32条、第33条（第１項第７号、第５
　項及び第６項を除く。）、第34条、第57条第２項及び第58条の規
　定は、地域特別賃貸住宅の管理について準用する。この場合にお
　いて、第７条中「前２条」とあるのは「第61条」と、第32条中「
　第11条第１項若しくは第３項若しくは第28条第３項若しくは第４
　項の規定による家賃の決定、第13条（第28条第５項又は第29条第
　８項において準用する場合を含む。）の規定による家賃若しくは
　金銭の減免若しくは徴収の猶予、第15条第２項の規定による敷金
　の減免若しくは徴収の猶予、第29条第１項の規定による明渡しの

　（準用）
第62条　第７条、第８条、第９条第１項、第10条、第13条、第14条
　（第１項第１号を除く。）、第15条、第16条（第３項を除く。）
　、第17条から第27条まで、第32条、第33条（第１項第７号、第５
　項及び第６項を除く。）、第34条、第57条第２項及び第58条の規
　定は、地域特別賃貸住宅の管理について準用する。この場合にお
　いて、第７条中「前２条」とあるのは「第61条」と、第10条第５
　項中「近傍同種の住宅の家賃（次条第２項の規定により定められ
　たものをいう。以下第46条までにおいて同じ。）の12月分に相当
　する額」とあるのは「第57条第１項に規定する算定方法により算
　出した額の12倍に相当する額」と、第26条第２項前段中「第５項
　」とあるのは「第62条の規定により読み替えて準用される第10条
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　請求、第30条の規定によるあっせん等又は第36条の規定による一
　般県営住宅への入居の措置」とあるのは「第13条の規定による家
　賃若しくは金銭の減免若しくは徴収の猶予、第15条第２項の規定
　による敷金の減免若しくは徴収の猶予又は第62条の規定により読
　み替えて準用される第58条の規定による家賃の減額」と、第33条
　第３項及び第４項中「近傍同種の住宅の家賃の額」とあるのは「
　第57条第１項に規定する算定方法により算出した額」と、第57条
　第２項中「前項」とあり、及び第58条中「前条」とあるのは「地
　域特別賃貸住宅」と読み替えるものとする。

　第５項」と、第32条中「第11条第１項若しくは第３項若しくは第
　28条第３項若しくは第４項の規定による家賃の決定、第13条（第
　28条第５項又は第29条第８項において準用する場合を含む。）の
　規定による家賃若しくは金銭の減免若しくは徴収の猶予、第15条
　第２項の規定による敷金の減免若しくは徴収の猶予、第29条第１
　項の規定による明渡しの請求、第30条の規定によるあっせん等又
　は第36条の規定による一般県営住宅への入居の措置」とあるのは
　「第13条の規定による家賃若しくは金銭の減免若しくは徴収の猶
　予、第15条第２項の規定による敷金の減免若しくは徴収の猶予又
　は第62条の規定により読み替えて準用される第58条の規定による
　家賃の減額」と、第33条第３項及び第４項中「近傍同種の住宅の
　家賃の額」とあるのは「第57条第１項に規定する算定方法により
　算出した額」と、第57条第２項中「前項」とあり、及び第58条中
　「前条」とあるのは「地域特別賃貸住宅」と読み替えるものとす
　る。

　　　附　則
　（施行期日）　　
１　この条例は、令和２年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２　第10条（第47条及び第64条において準用する場合並びに第55条、第59条及び第62条において読み替えて準用する場合を含む。）及び第
　26条（第47条及び第64条において準用する場合並びに第55条、第59条及び第62条において読み替えて準用する場合を含む。）の改正規定
　は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に締結する保証契約について適用し、施行日前に締結した保証契約については
　、なお従前の例による。
３　第33条（第47条、第55条、第59条、第62条及び第64条において準用する場合を含む。）の改正規定は、施行日以後に生じた利息につい
　て適用し、施行日前に生じた利息については、なお従前の例による。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。　
　　令和元年12月13日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第36号
　　　市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例
　市町村立学校職員の給与等に関する条例（昭和32年宮崎県条例第26号）の一部を次のように改正する。
　別表第１を次のように改める。
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　　　附　則
　（施行期日等）　　
１　この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の市町村立学校職員の給与等に関する条例（以下「改正後の条例」という。
　）の規定は、平成31年４月１日から適用する。
　（切替日前の異動者の号給の調整）
２　平成31年４月１日（以下「切替日」という。）前に職務の級を異にして異動した職員及び人事委員会の定めるこれに準ずる職員の切替
　日における号給については、その者が切替日において職務の級を異にする異動等をしたものとした場合との権衡上必要と認められる限度
　において、人事委員会の定めるところにより、必要な調整を行うことができる。
　（給与の内払）
３　改正後の条例の規定を適用する場合においては、この条例による改正前の市町村立学校職員の給与等に関する条例の規定に基づいて支
　給された給与は、改正後の条例の規定による給与の内払とみなす。
　（人事委員会規則への委任）
４　前２項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　職員団体の登録に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。　
　　令和元年12月13日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第37号
　　　職員団体の登録に関する条例の一部を改正する条例
　職員団体の登録に関する条例（昭和41年宮崎県条例第27号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（登録の申請）
第２条　［略］
２　［略］
３　行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成
　14年法律第 151号）第３条第１項の規定により同項に規定する電
　子情報処理組織を使用して行われた第１項に規定する申請につい
　ては、同項に規定する申請書（同項に規定する規約及び前項各号
　に掲げる書類を含む。以下この項において同じ。）により行われ
　たものとみなして、この条例の規定及び第６条の規定に基づく人
　事委員会規則の規定を適用する。この場合においては、第１項の
　規定にかかわらず、当該申請書の正副２通が提出されたものとみ
　なす。

　（登録の申請）
第２条　［略］
２　［略］
３　情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成14年
　法律第 151号）第６条第１項の規定により同項に規定する電子情
　報処理組織を使用して行われた第１項に規定する申請については
　、同項に規定する申請書（同項に規定する規約及び前項各号に掲
　げる書類を含む。以下この項において同じ。）により行われたも
　のとみなして、この条例の規定及び第６条の規定に基づく人事委
　員会規則の規定を適用する。この場合においては、第１項の規定
　にかかわらず、当該申請書の正副２通が提出されたものとみなす
　。

　　　附　則
　この条例は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において人事委員会規則で定める日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　特定大規模災害等に対処するための地方警察職員の特殊勤務手当の特例に関する条例をここに公布する。　
　　令和元年12月13日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第38号
　　　特定大規模災害等に対処するための地方警察職員の特殊勤務手当の特例に関する条例
　（目的）
第１条　この条例は、特定大規模災害等に対処するための地方警察職員（以下「職員」という。）の特殊勤務手当に関し、地方警察職員の
　特殊勤務手当に関する条例（昭和33年宮崎県条例第４号。以下「条例」という。）の特例について定めることを目的とする。
　（定義）
第２条　この条例において「特定大規模災害」とは、著しく異常かつ激甚な非常災害であって、当該非常災害に係る災害対策基本法（昭和
　36年法律第 223号）第28条の２第１項に規定する緊急災害対策本部が設置されたもの（東日本大震災（平成23年３月11日に発生した東北
　地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故による災害をいう。）を除く。）をいう。
　（災害警備等作業手当の特例）
第３条　職員が特定大規模災害に対処するため条例第３条第24号の作業（次条第１項第１号及び第２号に掲げる作業を除く。）に引き続き
　５日を下らない範囲内において公安委員会が定める期間以上従事した場合の災害警備等作業手当の額は、条例第４条の規定にかかわらず
　、当該規定による額にその 100分の 100に相当する額を超えない範囲内において公安委員会が定める額を加算した額とする。
第４条　原子力災害対策特別措置法（平成11年法律第 156号）第15条第２項の規定による原子力緊急事態宣言があった場合で、職員が条例
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　第３条第24号の作業のうち次に掲げる作業に従事したときは、条例第４条の規定にかかわらず、次項に規定する額を支給する。
　（１）　原子力災害対策特別措置法第17条第９項に規定する緊急事態応急対策実施区域に所在する原子力事業所のうち公安委員会が定める
　　もの（次号において「特定原子力事業所」という。）の敷地内において行う作業
　（２）　特定原子力事業所に係る原子力災害対策特別措置法第20条第２項の規定に基づく原子力災害対策本部長の地方公共団体の長に対す
　　る指示に基づき設定された区域等を考慮して公安委員会が定める区域において行う作業（前号に掲げるものを除く。）
２　前項の手当の額は、作業に従事した日１日につき、次の各号に掲げる作業の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
　（１）　前項第１号の作業のうち原子炉建屋（公安委員会が定めるものに限る。）内において行うもの　４万円を超えない範囲内において
　　公安委員会が定める額
　（２）　前項第１号の作業のうち前号に掲げるもの以外のもの　２万円を超えない範囲内において公安委員会が定める額
　（３）　前項第２号の作業　１万円を超えない範囲内において公安委員会が定める額（心身に著しい負担を与えると公安委員会が認める作
　　業に従事した場合にあっては、当該額にその 100分の 100を超えない範囲内において公安委員会が定める額を加算した額）
３　職員が同一の日に前項各号に掲げる作業のうち２以上の作業に従事した場合において、当該２以上の作業に係る手当の額が同額のとき
　にあっては当該手当のいずれか一の手当、当該２以上の作業に係る手当の額が異なるときにあっては当該手当の額が最も高いもの（その
　額が同額の場合にあっては、その手当のいずれか一の手当）以外の手当は支給しない。
　（委任）
第５条　この条例の施行に関し必要な事項は、公安委員会規則で定める。
　　　附　則
　この条例は、公布の日から施行する。
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